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	沖縄県農林水産部
	南部農林土木事務所
	所長　新垣　善則     殿
	Ⅱ．公共工事の品質確保について
	「公共工事の品質確保に関する法律」に基づき、平成27年1月に「発注関係事務の運用に関する指針」が定められました。
	「公共工事の品質確保に関する法律」に基づき、平成27年1月に「発注関係事務の運用に関する指針」が定められました。
	つきましては、その運用指針に沿って、積算単価が実際の取引単価と乖離しないこと、歩切の廃止、発注体制の組織強化と併せて、発注や施工時期の平準化にも努めて頂くと共に、最低制限
	価格1％調整（ゆらし）の廃止をお願い申し上げます。
	Ⅲ．令和4年度予算の増額について
	令和3年度の沖縄県の農業農村整備事業費は、沖縄振興交付金（ハード交付金）が７年連続減額（内NN交付金は76.8億円　対前年比96%、3.2億円の減）となるなか、243.5億円と対前年度比で96%、11.4億円の減となりました。

